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2021年 7月 1日 

 

株式移転にかかる事前開示事項 

                        

                  会 社 名       株式会社マルカ 

代表者名 代表取締役社長 飯田 邦彦 

 

株式会社マルカ（以下「マルカ」といいます。）とフルサト工業株式会社（以下「フルサト工

業」といいます。）は、共同株式移転（以下「本株式移転」といいます。）の方式により 2021年 10

月１日（以下「効力発生日」といいます。）をもって両社の完全親会社となるフルサト・マルカホ

ールディングス株式会社（以下「共同持株会社」といいます。）を設立すること（以下「本経営統

合」といいます。）といたしました。 

本株式移転に関する会社法第 803条第 1項及び会社法施行規則第 206 条に定める事前開示事項

は、次のとおりです。 

 

１． 株式移転計画の内容 

  別添１「株式移転計画書（写）」に記載のとおりです。 

 

２． 会社法第 773条第１項第５号及び第６号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

 マルカとフルサト工業は、本株式移転による共同持株会社の設立に際し、マルカ及びフルサト

工業それぞれの株主に対して割当て交付する共同持株会社の普通株式の割当比率（以下「株式移

転比率」といいます。）を以下のとおり決定いたしました。 

 

（１）本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率） 

 フルサト工業 マルカ 

株式移転比率 １ 1.29 

 

（注１）本株式移転に係る株式の割当ての詳細 

フルサト工業の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式１株を、マルカの普通株式１

株に対して共同持株会社の普通株式 1.29 株を割当て交付いたします。但し、上記株式移転比率

の算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じた場合は、両社協議の上変更することがありま

す。なお、共同持株会社の単元株式数は、100 株とする予定です。 

本株式移転により、マルカ又はフルサト工業の株主に交付しなければならない共同持株会社

の普通株式の数に１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第 234 条その他関連法令の規定

に従い、当該株主に対し１株に満たない端数部分に応じた金額をお支払いいたします。 
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（注２）共同持株会社が本株式移転により交付する新株式数（予定） 

普通株式：25,587,817 株 

上記はマルカの発行済株式総数 9,327,700 株（2021 年２月 28日時点）及びフルサト工業の発

行済株式総数 14,574,366株（2021年３月 31日時点）に基づいて記載しております。但し、マ

ルカ及びフルサト工業は、それぞれ、本株式移転の効力発生日までに、現時点で保有し又は今

後新たに取得する自己株式のうち、実務上消却可能な範囲の株式を消却することを予定してい

るため、マルカが 2021 年２月 28 日時点で保有する自己株式である普通株式 747,186 株及びフ

ルサト工業が 2021 年３月 31 日時点で保有する自己株式である普通株式 55,412 株、並びに本

株式移転に際して行使される会社法第 806 条第１項に定める反対株主の株式買取請求に係る株

式の買取りによって取得する自己株式については、上記算出において、新株式交付の対象から

除外しております。なお、本株式移転の効力発生日までに実際に消却される自己株式数は現状に

おいて未確定であるため、共同持株会社が発行する上記株式数は変動することがあります。 

 

（注３）単元未満株式の取扱い等について 

本株式移転によりマルカ及びフルサト工業の株主の皆様に割当てられる共同持株会社の株式

は東京証券取引所に新規上場申請を行うことが予定されており、当該申請が承認された場合、

共同持株会社の株式は東京証券取引所での取引が可能となることから、マルカの株式を 78 株

以上、又はフルサト工業の株式を 100 株以上保有する等して、本株式移転により共同持株会社

の株式の単元株式数である 100 株以上の共同持株会社の株式の割当てを受けるマルカ又はフル

サト工業の株主の皆様に対しては、引き続き共同持株会社の株式の流動性を提供できるものと

考えております。 

なお、100 株未満の共同持株会社の株式の割当てを受けるマルカ又はフルサト工業の株主の

皆様につきましては、かかる割当てられた株式を東京証券取引所その他の金融商品取引所にお

いて売却することはできませんが、そのような単元未満株式を保有することとなる株主の皆様

は、共同持株会社に対し、自己の保有する単元未満株式を買い取ることを請求することが可能

です。また、共同持株会社の定款に定める予定の規定に基づき、その保有する単元未満株の数

と合わせて１単元となる数の株式を共同持株会社から買い増すことも可能とする予定です。 

 

（２）本株式移転に係る割当ての内容の根拠等割当ての内容の根拠等 

① 割当ての内容の根拠等 

マルカ及びフルサト工業は、上記の「（１）本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比

率）」に記載の株式移転比率の算定にあたり、株式移転比率の公正性・妥当性を確保するた

め、マルカは野村證券株式会社（以下「野村證券」といいます。）を、フルサト工業は三菱

ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下「三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券」

といいます。）を両社から独立したファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関と
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して、それぞれ選定いたしました。 

マルカは、下記の「④公正性を担保するための措置」の「（ア）独立した第三者算定機関

からの算定書の取得」に記載の第三者算定機関である野村證券から提出を受けた株式移転比

率の算定結果及び助言、下記の「④公正性を担保するための措置」の「（イ）独立した法律

事務所からの助言」に記載の弁護士法人北浜法律事務所からの法的助言、並びにマルカ及び

そのアドバイザーがフルサト工業に対して実施した各種デュー・ディリジェンスの結果等を

踏まえて、また、両社の財務状況、業績動向、株価動向等を勘案し、慎重に協議・検討を重

ねた結果、上記の「（１）本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）」に記載の株式

移転比率は妥当であり、本株式移転はマルカの株主の皆様の利益に資するものであるとの判

断に至りました。 

フルサト工業は、下記の「④公正性を担保するための措置」の「（ア）独立した第三者算

定機関からの算定書の取得」に記載の第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレ

ー証券から提出を受けた株式移転比率の算定結果及び助言、下記の「④公正性を担保するた

めの措置」の「（イ）独立した法律事務所からの助言」に記載のアンダーソン・毛利・友常

法律事務所外国法共同事業からの法的助言、並びにフルサト工業及びそのアドバイザーがマ

ルカに対して実施した各種デュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて、また、両社の財務

状況、業績動向、株価動向等を勘案し、慎重に協議・検討を重ねた結果、上記の「（１）本

株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）」に記載の株式移転比率は妥当であり、本株

式移転はフルサト工業の株主の皆様の利益に資するものであるとの判断に至りました。 

このように、これらの第三者算定機関による算定・分析結果及び法務アドバイザーの助言

を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏ま

えて、両社の財務の状況、将来の見通し、株価動向等の要因を総合的に勘案し、両社間で複

数回にわたり慎重に交渉・協議を重ねた結果、最終的に上記の「（１）本株式移転に係る割

当ての内容（株式移転比率）」に記載の株式移転比率は妥当であり、本株式移転は両社の株

主の皆様の利益に資するものとの判断に至り、2021年５月７日に開催された両社の取締役会

において本経営統合契約の締結について決議の上、本経営統合契約を締結するとともに本株

式移転計画を共同で作成しました。 

 

② 算定に関する事項 

（ア）算定機関の名称並びに上場会社及び相手会社との関係 

野村證券及び三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券のいずれも、マルカ及びフルサト工

業の関連当事者には該当せず、本株式移転に関して記載すべき重要な利害関係を有しませ

ん。 

 

（イ）算定の概要 

野村證券は、株式移転比率について、マルカ及びフルサト工業の株式がともに東京証券
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取引所市場第一部に上場しており、それぞれ市場株価が存在することから、市場株価平均

法による算定を行うとともに、マルカ及びフルサト工業にはそれぞれ比較可能な上場類似

会社が複数存在し、類似会社比較による株式価値の類推が可能であることから類似会社比

較法を、加えて、将来の事業活動の状況を評価に反映するため、ディスカウンテッド・キ

ャッシュ・フロー法（以下「DCF法」といいます。）をそれぞれ採用して算定を行いまし

た。 

各手法における算定結果は以下のとおりです。なお、下記の株式移転比率の算定レンジ

は、フルサト工業の普通株式１株に対して共同持株会社の普通株式を１株割り当てる場合

に、マルカの普通株式１株に割り当てる共同持株会社株式数の算定レンジを記載したもの

です。 

 

採用手法 株式移転比率の算定レンジ 

市場株価平均法 1.49～1.54 

類似会社比較法 0.78～0.94 

DCF法 1.12～1.37 

 

なお、市場株価平均法については、2021年５月６日を算定基準日として、算定基準日の

株価終値、2021年４月26日から算定基準日までの５営業日の株価終値平均、2021年４月７

日から算定基準日までの１ヶ月間の株価終値平均、2021年２月８日から算定基準日までの

３ヶ月間の株価終値平均及び2020年11月９日から算定基準日までの６ヶ月間の株価終値平

均に基づき算定いたしました。 

野村證券は、上記株式移転比率の算定に際して、両社から提供を受けた情報、一般に公

開された情報等を使用し、それらの資料、情報等が全て正確かつ完全なものであることを

前提としており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証は行っておりません。また、両

社及びそれらの関係会社の資産又は負債（金融派生商品、簿外資産及び負債、その他の偶

発債務を含みます。）について、個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、

鑑定又は査定を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。

野村證券の株式移転比率の算定は、2021年５月６日現在までの情報及び経済条件を反映し

たものであり、また、マルカの財務予測その他将来に関する情報については、マルカの経

営陣により現在可能な最善かつ誠実な予測と判断に基づき合理的に作成されたこと、フル

サト工業の財務予測その他将来に関する情報については、マルカの経営陣により現在可能

な最善かつ誠実な予測と判断に基づき合理的に検討及び確認されたこと、それらの予測に

従いマルカ及びフルサト工業の財務状況が推移することを前提としております。 

また、野村證券がDCF法による算定の前提としたマルカ及びフルサト工業の事業計画に

は、本経営統合によるシナジー効果は織り込んでおりません。なお、野村證券がDCF法に
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よる算定の前提とした2021年11月期から2025年11月期までのマルカの事業計画については、

大幅な増減益を見込んでいる事業年度が含まれております。具体的には、2022年11月期に

おいて、新型コロナウイルス感染症の影響により抑えられてきた顧客の設備投資が本格的

に回復することで、前事業年度に比べて大幅な増益となることが見込まれております。ま

た、2023年11月期において、日本、米州、中国、東南アジアの世界４極における人員配置

を拡大し、エンジニアリング機能をより一層強化することで前事業年度に比べて大幅な増

益となることが見込まれております。また、野村證券が、DCF法による算定の前提とした

2021年３月期から2024年３月期までのフルサト工業の事業計画については、大幅な増減益

を見込んでいる事業年度が含まれております。具体的には、2023年３月期において、新型

コロナウイルス感染症の影響により抑えられてきた首都圏の大型開発や民間企業設備投資

の増加に伴い、鉄骨建築資材、機器工具及び機械設備の販売収益が拡大することを想定し

ており、前事業年度に比べて大幅な増益を見込んでおります。 

 

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、マルカ及びフルサト工業について、両社の株

式が金融商品取引所に上場しており、それぞれの市場株価が存在することから市場株価分

析を、また両社には比較可能な上場類似企業が複数存在し、類似企業比較分析による株式

価値の類推が可能であることから類似企業比較分析を、加えて将来の事業活動の状況を評

価に反映するため、ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー分析（以下「DCF分析」と

いいます。）をそれぞれ採用し、算定を行いました。 

市場株価分析については、2021年５月６日を算定基準日とし、東京証券取引所における

算定基準日までの１ヶ月間の終値、３ヶ月間の終値及び６ヶ月間の終値に対する市場株価

比率を採用しております。 

DCF分析における、価値算定の際には、両社が三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券に

算定目的で使用することを了承した、マルカ及びフルサト工業の経営陣より提示された財

務予測における収益や投資計画、マルカ及びフルサト工業間で創出される想定シナジー、

マルカ及びフルサト工業に対するデュー・ディリジェンスの結果、その他一般に公開され

た情報等の諸要素を前提としております。なお、算定の際に前提としたマルカの財務予測

については、大幅な増減益を見込んでいる事業年度が含まれております。また、算定の際

に前提としたフルサト工業の財務予測については、大幅な増減益を見込んでいる事業年度

は含まれておりません。具体的には、2021年11月期及び2022年11月期においては新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大の影響による収益悪化からの業績回復により対前年度比で大

幅な増益となることを見込んでおります。 

各手法によるマルカの普通株式１株に対して割り当てる共同持株会社の普通株式数の算

定結果は、以下のとおりとなります。 
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採用方法 株式移転比率の算定結果 

市場株価分析 1.49～1.52 

類似企業比較分析 0.96～1.70 

DCF分析 1.07～1.59 

（注）三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券は、株式移転比率の算定に際し、マルカ又は

フルサト工業から提供を受けた情報及び一般に公開された情報等を原則としてそのま

ま採用し、それらの資料及び情報等が、全て正確かつ完全なものであることを前提と

しており、独自にそれらの正確性及び完全性の検証を行っておりません。また、マル

カ、フルサト工業及びそれらの関係会社の資産及び負債（簿外資産及び負債、その他

偶発債務を含みます。）に関して独自の評価・査定を行っておらず、第三者機関への

鑑定又は査定の依頼も行っておりません。加えてマルカ及びフルサト工業の財務予測

に関する情報については、マルカ及びフルサト工業による2021年５月６日時点で得る

ことができる最善の予測と判断に基づき合理的に作成されたことを前提としておりま

す。三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券の算定は、2021年５月６日までの上記情報

を反映したものです。 

 

③ 共同持株会社の上場申請等に関する取扱い 

マルカ及びフルサト工業は、新たに設立する共同持株会社の株式について、東京証券取引

所に新規上場を行う予定です。上場日は、2021年10月１日を予定しております。また、マル

カ及びフルサト工業は本株式移転により共同持株会社の完全子会社となりますので、共同持

株会社の上場に先立ち、2021年９月29日を目途にそれぞれ東京証券取引所を上場廃止となる

予定です。 

なお、共同持株会社の株式上場日及び両社の上場廃止の期日につきましては、東京証券取

引所の各規則により決定されます。 

 

④ 公正性を担保するための措置 

マルカ及びフルサト工業は、株式移転比率の公正性その他本株式移転の公正性を担保する

ために以下の措置を実施しております。 

（ア）独立した第三者算定機関からの算定書の取得 

マルカは、マルカの株主の皆様のために、マルカ及びフルサト工業から独立した第三者

算定機関である野村證券より、2021 年５月６日付で、株式移転比率に関する算定書を取

得いたしました。算定書の概要は、上記「（２）本株式移転に係る割当ての内容の根拠

等」の「②算定に関する事項」をご参照ください。 

他方、フルサト工業は、フルサト工業の株主の皆様のために、マルカ及びフルサト工業

から独立した第三者算定機関である三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券より、2021 年
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５月６日付で、株式移転比率に関する算定書を取得いたしました。算定書の概要は、上記

「（２）本株式移転に係る割当ての内容の根拠等」の「②算定に関する事項」をご参照く

ださい。 

 

（イ）独立した法律事務所からの助言 

マルカは、本株式移転の法務アドバイザーとして、弁護士法人北浜法律事務所より、本

株式移転の諸手続及び取締役会の意思決定の方法・過程等について法的な観点から助言を

得ております。 

他方、フルサト工業は、本株式移転の法務アドバイザーとして、アンダーソン・毛利・

友常法律事務所外国法共同事業より、本株式移転の諸手続及び取締役会の意思決定の方

法・過程等について法的な観点から助言を得ております。 

なお、弁護士法人北浜法律事務所及びアンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同

事業は、いずれもマルカ及びフルサト工業から独立しており、両社との間で重要な利害関

係を有しません。 

 

⑤ 利益相反を回避するための措置 

本株式移転に際しては、マルカとフルサト工業の間には特段の利益相反関係は生じないこ

とから、特別な措置は講じておりません。 

 

（３）共同持株会社の資本金及び準備金に関する事項 

当社及びフルサト工業は、本株式移転による共同持株会社の設立に際し、共同持株会社

の資本金及び準備金の額を以下のとおり決定いたしました。 

① 資本金の額   5,000,000,000円 

② 資本準備金の額 1,250,000,000円 

③ 利益準備金の額 ０円 

これら資本金及び準備金の額につきましては、共同持株会社の規模その他の諸事情を総

合的に勘案・検討し、当社とフルサト工業で協議の上、会社計算規則第 52 条の規定の範囲

内で決定したものであります。 

 

３． 会社法第 773条第１項第９号及び第 10 号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

４． フルサト工業に関する事項 

（１）最終事業年度にかかる計算書類等の内容 

フルサト工業の最終事業年度（2021 年３月期）に係る計算書類等の内容については、別

添２「フルサト工業株式会社の 2021 年３月期にかあ k る計算書類等の内容」に記載のとお
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りです。 

 

（２）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の

状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 

 

５． マルカにおいて最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象 

該当事項はありません。 
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<別添１>「株式移転計画書（写）」 

 

株 式 移 転 計 画 書 

 

フルサト工業株式会社（以下「フルサト工業」という。）及び株式会社マルカ（以下「マルカ」と

いう。）は、共同株式移転の方法による株式移転を行うことにつき合意したので、以下のとおり共

同して株式移転計画（以下「本計画」という。）を作成する。 

 

第 1条 （株式移転） 

本計画の定めるところに従い、フルサト工業及びマルカは、共同株式移転の方法によ

り、新たに設立する株式移転設立完全親会社（以下「新会社」という。）の成立の日（第

6 条に定義する。以下同じ。）において、フルサト工業及びマルカの発行済株式の全部を

新会社に取得させる株式移転（以下「本株式移転」という。）を行うものとする。 

 

第 2条 （新会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数その他定款で定める事項） 

1. 新会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数は以下のとおりとする。 

(1) 目的 

新会社の目的は、別紙の定款第 2条記載のとおりとする。 

(2) 商号 

新会社の商号は、「フルサト・マルカホールディングス株式会社」とし、英文で

は「MARUKA FURUSATO Corporation」と表示する。 

(3) 本店の所在地 

新会社の本店の所在地は、大阪市とし、本店の所在場所は、大阪市中央区南新

町一丁目 2番 10号とする。 

(4) 発行可能株式総数 

新会社の発行可能株式総数は、100,000,000 株とする。 

2. 前項に掲げるもののほか、新会社の定款で定める事項は、別紙の定款記載のとおりとす

る。 

 

第 3条 （新会社の設立時取締役及び設立時監査役の氏名並びに設立時会計監査人の名称） 

1. 新会社の設立時取締役の氏名は次のとおりとする。 

 代表取締役会長 飯田邦彦 

 代表取締役社長 古里龍平 

 取締役  竹下敏章 

取締役   山下勝弘 

取締役   難波経久 
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取締役   小谷和朗 

取締役   中務裕之 

取締役   武智順子 

2. 新会社の設立時監査役の氏名は次のとおりとする。 

 常勤監査役  大西聡 

監査役  疋田鏡子 

監査役  佐々木康夫 

3. 新会社の設立時会計監査人の名称は次のとおりとする。 

 有限責任監査法人トーマツ 

 

第 4条 （本株式移転に際して交付する株式及びその割当て） 

1. 新会社は、本株式移転に際して、フルサト工業及びマルカの発行済株式の全部を取得す

る時点の直前時（以下「基準時」という。）におけるフルサト工業及びマルカの株主に対

し、その所有するフルサト工業又はマルカの普通株式に代わり、(i)フルサト工業が基準

時現在発行している普通株式数に 1を乗じた数、及び(ii)マルカが基準時現在発行してい

る普通株式数に 1.29を乗じた数の合計に相当する数の新会社の普通株式を交付する。 

2. 新会社は、本株式移転に際し、基準時におけるフルサト工業及びマルカの株主名簿にそ

れぞれ記載又は記録されたフルサト工業及びマルカの各株主（但し、会社法第 806 条第 1

項の規定に基づきその有する株式の買取りを請求するフルサト工業又はマルカの株主に

ついては、当該株主に代えて、フルサト工業の株式についてはフルサト工業が、マルカ

の株式についてはマルカが、株主として記載又は記録されているものとみなす。）に対し

て、以下の割合をもって割り当てる。 

(1) フルサト工業の株主に対しては、その所有するフルサト工業の普通株式 1 株に

つき、新会社の普通株式 1株の割合 

(2) マルカの株主に対しては、その所有するマルカの普通株式 1 株につき、新会社

の普通株式 1.29株の割合 

3. 前二項の計算において、1 株に満たない端数が生じる場合には、会社法第 234 条その他関

係法令の規定に基づき処理するものとする。 

 

第 5条 （新会社の資本金及び準備金の額に関する事項） 

新会社の成立の日における新会社の資本金及び準備金の額は、次のとおりとする。 

(1) 資本金の額 

50 億円 

(2) 資本準備金の額 

12億 5000万円 

(3) 利益準備金の額 
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0 円 

 

第 6条 （新会社の成立の日） 

新会社の設立の登記をすべき日（以下「新会社の成立の日」という。）は、2021年 10月 1

日とする。但し、本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、

フルサト工業及びマルカ協議の上、合意によりこれを変更することができる。 

 

第 7条 （株式移転計画承認株主総会） 

1. フルサト工業は、2021 年 6 月 21 日を開催日として定時株主総会を招集し、本計画の承認

及び本株式移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。 

2. マルカは、2021 年 7 月 16 日を開催日として臨時株主総会を招集し、本計画の承認及び本

株式移転に必要な事項に関する決議を求めるものとする。 

3. 本株式移転の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合は、フルサト工業及び

マルカ協議の上、合意により前二項に定める株主総会の開催日を変更することができ

る。 

 

第 8条 （剰余金の配当） 

1. フルサト工業は、2021 年 3 月 31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者に対して、1株当たり 35.5円を限度として剰余金の配当を行うことができる。 

2. マルカは、2021 年 5 月 31 日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質

権者に対して、1株当たり 20 円を限度として剰余金の配当を行うことができる。 

3. フルサト工業及びマルカは、前二項に定める場合を除き、本計画作成後新会社の成立の

日以前の日を基準日とする剰余金の配当の決議を行ってはならない。但し、フルサト工

業及びマルカ協議の上、合意した場合についてはこの限りでない。 

 

第 9条 （株式上場、株主名簿管理人） 

1. フルサト工業及びマルカは、新会社の成立の日において、新会社の発行する普通株式が株

式会社東京証券取引所市場第一部に上場されるよう、相互に誠実に協議の上、当該上場に

必要となる手続を協力して行う。 

2. 新会社の設立時における株主名簿管理人は三菱 UFJ信託銀行株式会社とする。 

 

第 10 条 （自己株式の消却） 

フルサト工業及びマルカは、新会社の成立の日の前日までに開催されるそれぞれの取締

役会の決議により、それぞれが基準時において保有する自己株式の全部（本株式移転に

際して行使される会社法第 806条第 1項に定める反対株主の株式買取請求に応じて取得す

る自己株式を含む。）を、基準時において消却するものとする。 
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第 11 条 （会社財産の管理等） 

フルサト工業及びマルカは、本計画作成後新会社の成立の日に至るまで、それぞれ善良

な管理者の注意をもって自らの業務の執行並びに財産の管理及び運営を行い、かつ、そ

れぞれの子会社をして善良なる管理者の注意をもって自らの業務の執行並びに財産の管

理及び運営を行わせるものとし、フルサト工業及びマルカは、それぞれ（その子会社を

含む。）の財産又は権利義務に重大な影響を及ぼし得る行為については、本計画に特段の

定めがある場合を除き、あらかじめフルサト工業及びマルカ協議の上、他方当事者の同

意を得てこれを行い、又はこれを行わせる。 

 

第 12 条 （本計画の効力） 

本計画は、(ⅰ)第 7条に定めるフルサト工業及びマルカの株主総会のいずれかにおいて本

計画の承認若しくは本株式移転に必要な事項に関する決議が得られなかった場合、(ii)

本株式移転につき必要な関係当局等の承認等が得られなかった場合、又は、(ⅲ)次条に

基づき本株式移転を中止する場合には、その効力を失うものとする。 

 

第 13 条 （株式移転条件の変更及び本株式移転の中止） 

本計画の作成後新会社の成立の日に至るまでの間において、フルサト工業又はマルカの

財産状態若しくは経営状態に重大な変更が生じた場合、本株式移転の実行に重大な支障

となる事態が生じ又は明らかとなった場合その他本計画の目的の達成が困難となった場

合は、フルサト工業及びマルカは、協議の上、合意により、本株式移転の条件その他本

計画の内容を変更し又は本株式移転を中止することができる。 

 

第 14 条 （協議事項） 

本計画に定める事項のほか、本計画に定めがない事項、その他本株式移転に必要な事項

は、本計画の趣旨に従い、フルサト工業及びマルカが別途協議の上、合意により定め

る。 

 

（以下、本頁余白） 
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 本計画作成の証として、本書 2通を作成し、フルサト工業及びマルカが記名押印の上、各自 1 通

を保有する。 

 

2021年 5月 7日 

 

    大阪市中央区南新町一丁目2番10号 

    フルサト工業株式会社 

    代表取締役社長  古里 龍平 

 

 

 

    大阪市中央区南新町二丁目2番5号 

    株式会社マルカ 

    代表取締役社長  飯田 邦彦 
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別紙 定款 

フルサト・マルカホールディングス株式会社定款 

 

第一章 総 則 

第1条 （商 号）  

当会社は、フルサト・マルカホールディングス株式会社と称し、英文ではMARUKA FURUSATO 

Corporationと表示する。  

 

第2条 （目 的）  

当会社は次の事業を営む会社の株式または持分を所有することにより、当該会社の事業活動を支配・

管理すること、およびこれに関連または付帯する一切の事業を営むことを目的とする。 

1． 次の物品の国内販売、輸出入貿易、リース、代理、仲介、古物売買の事業 

1-1 建築用資材 

1-2 金属加工機械、工作機械器具、同工具、油圧空圧機器、動力伝導装置、包装荷造機械、製缶機

械、プラスチック加工機械、繊維機械、食料品加工機械、食品冷凍・冷蔵装置、ベアリング、搬送

機器、同装置、自動立体倉庫、産業用ロボット、公害防止機器、溶接機械、工業炉 

1-3 土木建設機械、基礎工事用機械、荷役運搬機械、鉱山機械、採石機械、車両、船舶、発電機、

電動機、立体駐車装置 

1-4 計量器、測定測量機器、試験器、医療用機械器具、精密機器 

1-5 自動車、二輪車、輸送用車両、その他輸送用機器ならびにその部品 

1-6 食料品、飲料品ならびにその原料、飼料、肥料、農水産物およびその加工品 

1-7 衣料品、寝具、家具、家庭用電気機械器具、住宅設備機器、コンピューター機器、通信機器、

日用雑貨、スポーツ用品 

1-8 消防用設備機器、セキュリティシステム機器、電気・電子制御機器､電気機械器具、事務用機械

器具 

2． 前各号に関連する機械の設計および設置工事の請負、監理、賃貸、保守、管理、修理業 

3． 建築用部材の製造 

4． 陸上運送業、海上運送業、航空運送業およびそれらの代理業、倉庫業ならびに通関業 

5． 電気通信事業法に基づく電気通信事業ならびに電気通信回線の販売および加入契約に関する媒介代

理業 

6． 有価証券の保有および運用 

7． 不動産の賃貸借、売買、管理およびその仲介業ならびに建築工事の設計・監理および請負業 

8． 次の各号に関する工事 

(1) とび・土工工事業 

(2) 鋼構造物工事業 

(3) 管工事業 

9． 建築工事、機械器具設置工事および建具工事の設計、施工、管理、請負 

10．塗装工事の設計、施工、管理、請負 

11．発電事業およびその管理・運営ならびに電気の供給、販売に関する事業 
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12．建物の保安および清掃管理 

13．印刷機械の冷却循環装置および印刷機械周辺機器の製造、販売、賃貸、輸出入業 

14．工業所有権、著作権等の無体財産権、ノウハウ、システムエンジニアリング 

その他ソフトウエアの企画、取得、保全、利用および販売業 

15．損害保険代理店業 

16．生命保険の募集業務 

17．前各号に付帯関連する一切の事業 

 

第3条 （本店の所在地）  

当会社は、本店を大阪市に置く。  

 

第4条 （機 関）  

当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。  

(1) 取締役会  

(2) 監査役 

(3) 監査役会  

(4) 会計監査人  

 

第5条 （公告方法）  

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ

る公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。  

 

第二章 株 式 

 

第6条 （発行可能株式総数）  

当会社の発行可能株式総数は、100,000,000株とする。  

 

第7条 （自己株式の取得） 

当会社は、会社法第165条第2項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式

を取得することができる。 

 

第8条 （単元株式数）  

当会社の単元株式数は、100株とする。 

 

第9条 （単元未満株式についての権利）  

当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することがで

きない。  

(1) 会社法第189条第2項各号に掲げる権利  

(2) 会社法第166条第1項の規定による請求をする権利  

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利  
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(4) 次条に定める請求をする権利 

 

第10条 （単元未満株式の買増請求） 

1． 当会社の株主は、その有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すこと

を当会社に請求（以下｢買増請求｣という。）することができる。 

2． 買増請求をすることができる時期、請求の方法等については、取締役会において定める株式取扱規

則による。 

 

第11条 （株主名簿管理人）  

1． 当会社は、株主名簿管理人を置く。  

2． 株主名簿管理人およびその事務取扱場所は、取締役会の決議によって定め、これを公告する｡  

3． 当会社の株主名簿および新株予約権原簿の作成ならびに備置きその他の株主名簿および新株予約権

原簿に関する事務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては取扱わない。  

 

第12条 （株式取扱規則）  

当会社の株式に関する取扱いおよび手数料は、法令または本定款のほか、取締役会において定める株

式取扱規則による。  

 

第三章 株主総会 

 

第13条 （招 集）  

当会社の定時株主総会は、毎事業年度終了後3ヶ月以内にこれを招集し、臨時株主総会は、必要あると

きに随時招集する。 

 

第14条 （定時株主総会の基準日）  

当会社の定時株主総会の議決権の基準日は、毎年12月31日とする。  

 

第15条 （招集権者および議長）  

1． 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、議長となる。  

2． 取締役社長に事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が株

主総会を招集し、議長となる。  

 

第16条 （株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供） 

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に記

載または表示をすべき事項に係る情報を、法務省令に定めるところに従いインターネットを利用する方

法で開示することにより、株主に対して提供したものとみなすことができる。 

 

第17条 （決議の方法）  

1． 株主総会の決議は、法令または本定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使する

ことができる株主の議決権の過半数をもって行う。  

2． 会社法第309条第2項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を
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有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う。  

 

第18条 （議決権の代理行使）  

1． 株主は、当会社の議決権を有する他の株主1名を代理人として、その議決権を行使することができ

る。  

2． 株主または代理人は、株主総会ごとに代理権を証明する書面を当会社に提出しなければならない。  

 

第四章 取締役および取締役会 

 

第19条 （員 数）  

当会社の取締役は、10名以内とする。 

 

第20条 （選任方法）  

1． 取締役は、株主総会において選任する。  

2． 取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う。  

3． 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。  

 

第21条 （任 期）  

1． 取締役の任期は、選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結

の時までとする。 

2． 増員または補欠として選任された取締役の任期は、在任取締役の任期の満了する時までとする。 

 

第22条 （代表取締役および役付取締役）  

1． 取締役会は、その決議によって取締役の中から、代表取締役を選定する。  

2． 取締役会は、その決議によって、取締役の中から、取締役会長、取締役社長、取締役副社長各 1 名、

専務取締役および常務取締役若干名を定めることができる。  

 

第23条 （取締役会の招集権者および議長）  

1． 取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役社長がこれを招集し、議長となる。 

2． 取締役社長に欠員または事故があるときは、取締役会においてあらかじめ定めた順序に従い、他の

取締役が取締役会を招集し、議長となる。 

 

第24条 （取締役会の招集通知）  

1． 取締役会の招集通知は、会日の3日前までに各取締役に対して発する。ただし、緊急の必要があると

きは、この期間を短縮することができる。  

2． 取締役および監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催すること

ができる。  

 

第25条 （取締役会規則）  

取締役会に関する事項は、法令または本定款のほか、取締役会において定める取締役会規則による。 

 

第26条  （取締役会の決議方法）  
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1． 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数

をもって行う。  

2． 当会社は、会社法第370条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があったものと みなす。  

 

第27条 （取締役の責任免除）  

1． 当会社は、会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者

を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができ

る。  

2． 当会社は、会社法第427条第1項の規定により、取締役（業務執行取締役等を除く。）との間に、任務

を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基

づく責任の限度額は法令が規定する額とする。  

 

第28条 （報酬等）  

取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当会社から受ける財産上の利益（以下「報酬等」

という。）は、株主総会の決議によって定める。  

 

第五章 監査役および監査役会 

 

第29条 （員数）  

当会社の監査役は、4名以内とする。 

 

第30条 （監査役の選任方法）  

1． 監査役は、株主総会において選任する。 

2． 監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う。 

3． 当会社は、会社法第329条第3項の規定に基づき、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合

に備え、株主総会において補欠監査役を選任することができる。 

4． 前項の補欠監査役の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該決議によって短縮されない限り、

当該決議後4年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の開始の時までとする。 

 

第31条 （監査役の任期）  

1． 監査役の任期は、選任後4年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結

の時までとする。 

2． 任期満了前に退任した監査役の補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満

了する時までとする。ただし、前条第3項により選任された補欠監査役が監査役に就任した場合は、

当該補欠監査役としての選任後4年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会の終結の時

を超えることができない。 

 

第32条 （常勤の監査役） 

常勤の監査役は、監査役会の決議をもって選定する。 

 

第33条 （監査役会の招集通知） 

1． 監査役会の招集通知は、会日の3日前までに各監査役に対して発する。ただし、緊急の必要があると
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きは、この期間を短縮することができる。 

2． 監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査役会を開催することができる。 

 

第34条 （監査役会規則） 

監査役会に関する事項は、法令または本定款のほか、監査役会において定める監査役会規則による。 

 

第35条 （報酬等） 

監査役の報酬等は、株主総会の決議によって定める。 

 

第36条 （監査役の責任免除） 

1． 当会社は、会社法第426条第1項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者

を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議をもって免除することができ

る。 

2． 当会社は、会社法第427条第1項の規定により、社外監査役との間に、任務を怠ったことによる損害

賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、法

令が規定する額とする。 

 

第六章 会計監査人 

 

第37条 （会計監査人の選任方法） 

会計監査人は、株主総会の決議によって選任する。 

 

第38条 （会計監査人の任期） 

1． 会計監査人の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までとする。 

2． 会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がされなかったときは、当該定時株主総会

において再任されたものとみなす。 

 

第39条 （会計監査人の報酬等） 

会計監査人の報酬等は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める。 

 

第七章 計 算 

 

第40条 （事業年度）  

当会社の事業年度は、毎年1月1日から12月31日までの1年とする。  

 

第41条 （期末配当および基準日）  

当会社は、定時株主総会の決議によって、毎年12月31日を基準日として期末配当をすることができ

る。  

 

第42条 （中間配当および基準日） 
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当会社は、取締役会の決議によって、毎年6月30日を基準日として中間配当をすることができる。 

 

第43条 （配当金の除斥期間等）  

1． 配当財産が金銭である場合は、その支払開始の日から満3年を経過してもなお受領されないときは、

当会社はその支払義務を免れる。  

2． 前項の金銭には利息を付けない。  

 

附則 

 

第1条 （最初の事業年度） 

第40条の規定にかかわらず、当会社の最初の事業年度は、当会社の成立の日から2021年12月31日まで

とする。 

 

第2条 （最初の取締役の報酬等） 

1． 第28条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの期間の当会

社の取締役の報酬等の総額は、年額230百万円以内とする。 

2． 第35条の規定にかかわらず、当会社の成立の日から最初の定時株主総会終結の時までの期間の監査

役の報酬等の総額は、年額26百万円以内とする。 

 

第3条 （附則の削除） 

本附則は、当会社の最初の定時株主総会の終結の時をもって自動的に削除するものとする。 
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